


国民健康保険への加入は法律で定められています。国民健康保険への加入は法律で定められています。



【マイナ保険証を利用しよう】【マイナ保険証を利用しよう】

マイナ保険証を使う

メリット

●就職・転職・退職、引っ越しをしても新たな保険証の
発行を待たずに健康保険証として利用できる

国民健康保険への加入・脱退等、切り替え手続きは従来通り必要となります。
加入医療保険が変わった場合、切り替え手続き後反映１週間程度かかる場合があります。

●医療費を20円節約できる
紙の保険証よりも、皆さまの保険料で賄われている医療費を20円節約でき、
自己負担も低くなります。

●マイナポータルで自分の医療費情報を確認できる
確定申告でも、マイナポータルを通じて医療費情報を取得し、自動入力が可能となって
います。

●より良い医療を受けることができる
過去のお薬情報や健康診断の結果を見られるようになるため、体の状態や他の病気を
推測して治療に役立てることができます。
また、お薬の飲み合わせや分量調整してもらうこともできます。

●限度額認定証が不要になる
オンライン資格確認システムの導入にともない、システムが導入されている医療機関
等で本人が同意し、システムで区分の確認ができれば、限度額認定証の提示がなくて
も医療費の支払を限度額でとどめられるようになりました。ただし保険料に滞納があ
る場合、所得が未申告の場合は原則として対象外です。

◆マイナ保険証利用の始め方はこちら：https://myna.go.jp/html/hokenshoriyo
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（マイナポータル）



《納　期》

【所得の申告について】【所得の申告について】

【国民健康保険税の特別徴収（年金天引き）について】【国民健康保険税の特別徴収（年金天引き）について】

【国民健康保険税の課税限度額が変わります】【国民健康保険税の課税限度額が変わります】

【保険税の納税相談について】【保険税の納税相談について】

国民健康保険税は、被保険者の前年中の所得に応じて課税されます。

上記の人は、申告が必要です。

・所得の申告をしておらず、市役所で所得の把握ができない人
・所得がまったくなかった人
・遺族年金などの課税対象とならない所得のみの人　　　など

５月下旬頃に所得申告が必要な人に「令和６年度 国民健康保険
税申告書」を送付します。申告書が届いた人は、令和５年中（１月
１日から１２月３１日）の所得等を記載して、必ずご返送ください。
※世帯の所得金額が一定基準以下の場合に、国民健康保険税の均等割・平等割を軽減する
　制度がありますが、前年中の所得が不明だと適用されない場合がございます。
 （所得の申告があれば、軽減のための手続きは必要ありません。）

世帯主が国民健康保険に加入している世帯で、次の①～③をすべて満たす世帯です。
①世帯主をはじめ、世帯の国民健康保険加入者全員が、65歳以上75歳未満であること。
②世帯主が年額18万円以上の年金を受給していること。
③国民健康保険税と介護保険料の合計額が、年金額の２分の１以下の金額であること。

特別徴収の
対象となる
世帯

※世帯主以外の人の年金からは、特別徴収は行いません。
※世帯主が年度内に75歳に到達する場合は特別徴収対象外です。
※年度途中で税額変更があった場合など、特別徴収に加えて普通徴収でも納付いただく場合があります。

特別徴収の
対象となる
世帯

すでに特別徴収となっている世帯

本年度から新たに特別徴収に該当する世帯
10月から特別徴収（年金天引き）が始まります。
７月～９月までは納付書、もしくは口座振替での納付となります。

令和６年度から、国民健康保険税の税率等が以下のように変わります（県内統一税率）。

　保険税を期限までに納められない世帯につきましては、分割でのご納付の相談
等を受けています。窓口での混雑を避けるため、お越しいただけない場合はお電
話での相談も可能です。放置せず、必ずご相談をお願いします。

医療給付費分
所　得　割
均　等　割

平　等　割

課税限度額

後期高齢者支援金分 介護納付金分
7.9% → 7.64% 2.7% → 3.27% 2.9% → 3.03%

27,200円 → 27,600円 9,200円 → 11,500円 16,800円 → 16,900円

20,000円
（据え置き）

8,400円
（据え置き） ー

65万円
（据え置き）

20万円 → 22万円 17万円
（据え置き）


